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〔野 中第1研 究 グルー プ総括】本 日は 、お忙 しい ところ 、政策研 ニ
ュー スのためにお時間 を頂 きまして 、あ りが とうござい ます 。
ところで 、現在 はむずか しい時期にな りましたが 、企業 の立場 か
ら、新 しい科 学技術 の展望あ るいは戦略 とい った ところから、お話
し頂けな いで し ょうか 。
〔武田専 務】今 、世 の中は大 きく変化 して お り、 これ か ら2000
年 にかげてコン ドラチ ェフの経済波動 の底 にな ります が 、そ うい う
時期 に技術革新 の芽 が出て きます。今 か ら約50年 前 には トランジ
ス タ、電子計算機 、原子炉 、 レーザ等が出てお り、民 間企業 がそれ
らの深化 発展 に努力 して きま した。また、現在 は不況で大変な時期
にあ り、各企業 は リス トラや人減 らしに取 り組 んで いますが 、研究
開発 を担 当す る者 としては、 ここで 、な ん とか して新 しい事業機会 を作 り、人減 らしで はな く、人
を もっ と有効 に活用す るプロ グラムを作 ってい く責任 があ ると思 っています 。一 方で 、グローバ リ
ゼー ションとい うものがあ り、我が国の発展 と調和 す るよ うに 、な にか新
しい シス テム を提 案 して いかな げればな らない と思 って います 。
〔野 中】今何 をや るべ きか とい うことは 、大変むず かしいこ とだ と思 いま
すが 、専務 はどのよ うな構想 をお持 ちで しょうか 。
〔武 田】私 は3つ の視点で取 り上 げて います。第1の 視点 は 、世 の中の価
値観 が 、いわゆ るコ ンシュー マ ・オ リエ ン トか らソサエ テ ィ ・オ リエ ン ト
へ変化 しているこ とで す 。世 の中は 、読 んで字 のご としの消費 でな く、自
然 との調 和の取 れた製 品やサー ビス 、システムを求 める ように変わ って き
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てい ます 。それ は 、ク リー ンエネルギーで あ り、資源 ・環境保全で あ り、高齢化対策 を含む健康管
理 や医療 システムあるいは犯罪や 災害 の防止 システム 、つ ま り社会 の新 らしいイ ンフラス トラ クチ
ャーです 。 この申にはハー ド指 向の ものもあれば 、通信 ネ ッ トワー クのよ うな情報 ソフ ト指向 のも
の もあ ります 。
第2の 視点 は 、会社 のアイデ ンテ ィテ4を 自覚 し、生かす とい うことで す。最近 は研究開発 の投
資 が非常 に大 き くなっ た上 に過 当競争 にな ってお り、社会全体 としてのロスが多 いわげです 。 これ
か らはそれぞれ の持 ち味を生 か し、得意分野 を作 ってい くことによ り、過 当競争 は少な くして いか
なければ な らな い 。しか し、持 ち味の似 た会社 間の競争 は止む を得 ないで すね。競争 のない社会 を
つ くろ うとは思 いませ ん し、独禁 法の精神 に反 す るような ことをや ろうとも思 いませ ん。私共で は
この ソサエテ ィ ・オ リエ ン トのマ イン ドを生か してや ってい くと、早 く良い結果 に結びつ くと思 っ
てい ます 。
第3の 視点 は 、大学 と産業界 の相互刺激 のも とに共 鳴 しなが ら協力す る ことによって 、イノベー
シ ョンをイボ リュー シ ョナル な ものか らレボ リュー シ ョナルな ものに変 えていこ うとい うことです 。
21世 紀 に向けてのイノベー ションのプロセ スで は学 問分野や産業分野 の ドメイ ンが シナー ジェテ
ィク(共 働的)に なってい くだろ うし、産官学 のセ クターや組織 内の機能部門 、各国の文化 とい う
よ うな座標軸で見 ても絡 み合 ってい くと思 います 。
〔野 中】第3の 視点 に関連 して 、知識 の新 しいカテゴ リー を作 って い くこ とが必要 にな りますが 、
それを促進す る ような競争 の在 り方や ネッ トワー クの組み方 、企業 内の組織構造 あるいは評価 シス
テムな どを根本 的に見直 すこ とが必要 にな りますね 。
【武 田〕僕 は第3の 視点 を実践す るには、企業 のな かの構造 を柔 らかい構 造 にしな げればな らない
と思 います。従来 のプロジェク トでは事業 部や工場 、研究所 な どの技術陣が集 まってや ってい たの
で すが 、最近 、当社で作 った戦略的事業化 プロジェク トでは 、営業 マ ンや投資計画 を考 える人 、経
理 の人 、研究や技術 の人 はもちろん、宣伝 の人 までが参加 してお ります 。人材 の開発や 財務戦 略 、
特許戦略 などの い くつ かのイノベー シ ョン ・シス テム を平行 に走 らせ 、総 合的な ビジネス ・イ ノベ
ー シ ョン として のプログラム を推進 してい ます 。
〔野 中】 これ まで の日本 の産 業界で は、徹底 した効率追及 とい う側 面があ りました。日立 の場合 、
損益管理 を工場 で行 う工場 プ ロフ ィッ ト制 が あったよ うですが 、会 社 を構造 か らではな くイノベー
シ ョン ・プロセ スから概念化 した とき、それ を促進す る組織 は どうい うものか とい うことにな りま
す と、い まご指摘 のよ うに、い くつ かのプ ロジェク トが=複合的 に走 ってい くんで しょうね 。しか し、
それはコ ンセプ ト作 りにはい いのですが 、コンセプ トを形にす るときには既存 の ような階層 、分業
が必要で あ り、両方が うま く変換 して い くシステムが重要なの かな と思 っています 。
〔武 田】 おっ しゃる とお りです 。柔 らかい構造 で進むべ き方向 を決 め 、そ してその方向に大 きな投
資 を して進む時 には 、がっち りした体制でや らな げれ ばな りませ ん。





体 の競争 をとりまして も、DRAMは 強 いがコ ンセ プ ト指 向型 のMPUな どが一歩遅れ る とい うこ
とがあるわけで す 。経験 を越 えた形而上的 な世界で の論理構築能力 あるいは概念 やソフ トを構築 す
る能力 を、企業 のなかで産 み出 してい くの も、一 つの大 きな流 れか と思 い ますが。
【武田】実は今 、工学 アカデ ミー の情報部会 で 、我 が国の情報 工学 のレベ ル を客観 的に掌握 して 、
必要な提 言 を しよ うとしてい ます 。コンピュー タ技術 の分野において も、UNIX、RISC、M
S-DOSや ネ ッ トウエアな ど新産業創造 の糧 にな るよ うな イノベー シ ョンが 、米国か ら出て いま
す 。しか もこれはみ んな 、産学協 力か ら出 ているんで すね 。例 えば 、RISCは スタンフ ォー ド、
UNIXはUCバ ー クレー とベ ル研 とい うふ うに 、大学 が先走 り、それに企業が か らんで事業 とし
て伸 ば してい くことが非常 に うま く行 なわれてい ます。 日本で ソフ ト開発 が遅れ た原因 の一つ には 、
日本の社 会はアル ファニ ューメ リックやキーボー ドの社会 でない とい う文 化的 な ことが あ ります 。
ソフ トウエ アの学術論 文が少 ないの も、英語 を使 って ロジックを説 明 しょうとす ると、英語 自身を
相 当熟達 していない とで きな いとい うハ ンデ ィキャップがあるか らです 。私 は 、この よ うな文 化的
なハ ンデ ィキャ ップを克服す るために、英 語の達者な技術者 に向 こ うの社 会の中で仕事 を して もら
った り、あるいは向こ うの社会で そ うい う開発 をす る人 を雇用 して仕事 を して もら うな ど、グロー
バ リゼー ションを活用 すれば いい と思 います。 このよ うに、問題の所在 をはっき りとらえて 、ソフ
ト化の対応 を しなければいけない と思 いますね。
ところで今年 の春 、私共 で 自律分散 システムの国際会議 をや らせ ていただ きま したが 、 これは
15年 ほど前に 自律分 散 とい う概 念 を提案 した日立の研 究者 を主人公にす えて 、外 国の著 名な先 生
にチェアマ ンにな って いただいた りして 、開い たものなのです 。この ように東洋 的な文 化 を背 景に
した自律分散 の概念が 日本 の中で生 まれて いるわ けですか ら、僕は 日本 は ソフ トがダメ だとい うよ
うな悲観論 には組 しな い。今 の情報科学の流れ は西欧的な ものが主流ですが 、今後 は東 洋的な コン
セ プ トに根 ざす ものが増 えて くる と思い ます。
【野 中】 そ うで すね 、よくわか ります 。お っ しゃるよ うに 、ソフ トが弱 い と言 った ときに 、その本
質 をつ きつめ ると、まさに知 の グローバ リゼー ションが これ か らます ます重要 になる と言 えるので
すね 。国内的には産学 の協力であ り、国際 的には東洋 の知 と西洋 の知 のダ イナ ミックな相 互作 用が
ます ます重要 にな りますね 。
今 日は貴重な話 を聞 かせて いただ きまして 、本 当に あ りが と うござい ました。





L最 近 の動 き/CurrentTopics
○講演会 等/Lec加resatNISTEP
8/5(木)「 日本 にお ける自動車技 術の起 こりと展開」
長谷 川龍雄(元 トヨタ 自動車(株)専 務取締役)
[講演要 旨]
東京 大学航 空学 科 を卒業 した後 、立川航 空機(株)に お いて層流翼 の研究で画期 的な成 果 を
あげ 、陸軍 の戦 闘機開発 のチー フ ・デザ イナー として活躍 中に終戦 を迎 えた長谷川 氏は 、戦後 、
トヨタ自動車(株)に 入社 し、空気力 学 、軽量化 、強度計算 な どの航空機 の技術 の移転 ととも
にチー フ ・デザ イナー制度 や開発企画 の方法 を次 々に導入 して行 った。そんな中で 、プ ロジェ
ク ト ・マネージ ャーであ る主 査の制度 が生 まれ 、氏は主査 として 日本 のモー タ リゼー シ ョンの
起爆剤 にな ったパ プ リカや カロー ラを開発 した。主査 は正義 と仕事 を愛す る総合力 を持 った人
格者 でなければな らない 、すなわち 、サム ライで なければ な らない と説 かれ た。
...夕
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研究者 とな るため には高 度の教 育が必要 であ ることか ら、女性 の高等教育へ の進出状況 をみる
と、1992年 度 において 、大学入学者 の女性 比率 は31。9%、 自然科学系 に限定す る と
17.1%と なって いる。 これ を専攻別 に見 る と、保 健系(医歯薬〉が48.8%と 最 も高 い。工
学系 は6.9%と 最低で あるが 、この12年 間で著 しい伸び を示 している 。

































1992年 の自然科学系研究者は 、総 数52万 人の うち 、女性 は3万1千 人 である。1980
年 か ら1992年 の12年 間で 、女性 比率は4。1%か ら5。9%に 増加 してい る。
専門別 に見 る と、総数で は工学系(49。3%)が 半数 を占めるのに対 し、女性研究者 では保健
系(51。9%)が 半数 を占めている。このため 、女性比率は 、保健 系が16。4%と 最 も高 く、



































0 機 ・船 ・航1020304e506070
卒 業 者 女 性 比
(%)
資料:文 部省 「学校基本調査報 告書」 、総務庁 「科 学技術研究調査報告」 より作成
図4理 系学部卒業者 と研究者 の専 門別 女性 比の関係
一6一
〈〃SτεP/Veレレs
(3)インタビ ュー に見る女性研究者 の現状
イ ンタビュー した16名 の うち、ほ とんどの者 が 、研究 テーマな どの仕事 、海外出張 ・留学等
の教育機会 については 、男性 と同様 に扱 われて いる と答 え、処遇 について も性 による差 別は感 じ
ていない 。ま た、研究 自体 につ いては 、厳 しさはあるが 、主体性 を持 て 、自由で創造性 あふれ る
大変魅 力的な職業で ある との認識 が窺 えた。な お 、研究 を続 ける上 での最大 の障害 は育 児であ る
とい う指摘で あ った。
インタビュー結果 等か らみる と、研究業務 は 、精神 的肉体 的にハ ー ドな業種 の一つで あ り、出
産 ・育 児のため研究 に充 て る時間が制約 される女性 に とっては不利 になる場合 があるが 、フ レッ
クスタ イム制度 や 自分 のペ ースに合 わせ たスケジュー ル調整 な ど、女性 に とって勤務 しやす い条
件 も備 えてお り、仕事 内容 、教育機会 、処遇 は 、男女 同等 であ るとみ られ る所 が多 く、能力発揮
の機会 を求 め る女性 に とって 、その能力 を十分 に発揮 で きる場 であ り、適正 に評価 され るや りが













○政府 資料 アブス トラク ト誌(発 行:(社)政 府 資料等普 及調査 会)に 掲載 された資料 の年 間利
用ベス ト50(1992No.4～1993No.5)で当研 究所 の下記 レポー トが14位に入 った。
























編集 ・発行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュー ス」編 集 委 員 会
(担当:情 報 シ ス テム 課)
〒100東京 都 千 代 田 区 永 田 町1-11-39電 話03(3581)2391
NationalInstituteofScienceandTechnologyPolicy,
ScienceandTechnoiogyAgency,Japan
1-11-39,Nagata-cho,Chiyoda-ku,Tokyo,100
PHONE:03(3581)2391FAX:03(3503)3996
一8-一
